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第１章 人口動向分析 

１．時系列による人口動向分析 

（１）年齢別人口 

本市の年齢別人口（人口ピラミッド）は、第一次ベビーブームに生まれた 55 歳～64 歳（団塊

の世代）の層が厚くなっています。第二次ベビーブームに生まれた 35 歳～39 歳（団塊ジュニア）

の層は、全国と比較するとそれほど厚くなっていません。また老齢人口（特に女性）の割合が高

くなっていることも特徴のひとつとなっています。 
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（２）年齢 3 区分別人口の推移 

1965 年（昭和 40 年）～2010 年（平成 22 年）の間に生産年齢人口（15～64 歳）の割合は、

3.6 ポイントの減少に留まっているのに対し、年少人口（0～14 歳）の割合は、17.2 ポイントの

減少となっています。一方で、老年人口（65 歳以上）の割合は、20.8 ポイントの増加となって

おり、少子高齢化が急速に進展していることが伺えます。 

年齢 3 区分別人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）総人口の推移 

本市における総人口の推移をみると、1955 年（昭和 30 年）をピークに減少傾向にあります。

1 世帯当たり人員は、一貫して減少を続け、2010 年（平成 22 年）の 1 世帯当たり人員は、1947

年（昭和 22 年）の半数以下となっています。これに対して、世帯数は一貫して増加しており、

核家族化・単身世帯化の進行が示唆される内容となっています。 

総人口の推移 
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※S60，H2，H22の年齢3区分別人口の構成比については分母から年齢不詳を除いて算出している。
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（４）地区別総人口の推移 

総人口が減少傾向にある中、地区毎の構成比の推移を見ると、白石地区の構成比が一貫して高

くなっています。 
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（５）人口動態 

①自然動態の推移 

・出生・死亡 

高齢化の影響から、死亡者数は年々増加傾向にある一方で、出生者数は年々減少しており、

自然減（出生者数－死亡者数）が進行する状況となっています。 
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・合計特殊出生率の推移（過去の 4 年毎の合計特殊出生率（本市、県）） 

近年において、本市の合計特殊出生率は、宮城県平均よりも高い状態が続いています。 

本市の合計特殊出生率の推移を見ると、2003 年（平成 15 年）～2007 年（平成 19 年）ま

では減少傾向にあったものの、2008 年（平成 20 年）～2012 年（平成 24 年）には、やや改

善の傾向が見られます。 

合計特殊出生率の推移（本市、県） 
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②社会動態の推移 

・転入・転出 

本市の社会動態は近年、転出超過の状態が継続しています。 

2007 年（平成 19 年）頃からは、転入、転出ともに減少する傾向が見られます。また、2010

年（平成 22 年）～2012 年（平成 24 年）の間は、一時的に転出超過が改善する傾向が見ら

れます。 

 

社会動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H16
2004

H17
2005

H18
2006

H19
2007

H20
2008

H21
2009

H22
2010

H23
2011

H24
2012

H25
2013

H26
2014

転入数（人） 1,078 1,038 1,056 963 970 898 863 912 900 887 817

転出数（人） 1,186 1,194 1,201 1,257 1,239 1,119 1,022 1,056 1,053 1,086 1,036

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

出典：住民基本台帳に基づく宮城県の人口移動調査年報（宮城県）各年12月末現在



 

6 

・人口移動の状況 

県内の人口の移動状況を見ると、転入・転出ともに仙台市が最も多く、蔵王町、大河原町、

柴田町、角田市などが続いています。角田市、石巻市、多賀城市、大崎市では転入超過（社

会増）、それ以外の市町村は、転出超過（社会減）となっています。 

県外の人口移動状況をみると、福島県をはじめとする隣接県（福島県、岩手県、山形県）

や首都圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）への人口移動が多くなっていますが、栃木

県を除いて転出超過となっています。 

 

○近隣市町村（県内） 

 

 

○県外 
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（６）総人口の推移（社会増減と自然増減） 

総人口の推移を見るため、横軸に社会増減数、縦軸に自然増減数を取ったグラフを以下に示し

ています。 

社会増減数に着目すると、全体的には転出超過ながらも、2007 年（平成 19 年）～2011 年（平

成 23 年）は、その傾向が弱まる傾向（右方向）で推移しており、それ以降は、再び転出超過が

強まる（左方向）傾向を示しています。 

自然増減数に着目すると、2004 年（平成 16 年）から一貫して自然減（下方向）で推移してい

ます。2007 年（平成 19 年）～2008 年（平成 20 年）、2011 年（平成 23 年）～2012 年（平成

24 年）は、一時的に自然減の傾向が弱まっていますが、何れも単年のみの現象となっています。 

 

総人口の推移（社会増減と自然増減） 
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２．年齢階級別の人口移動分析 

（１）性別・年齢階級別の人口移動の最近の状況 

男女ともに 10 代～20 代において、転出超過が著しくなっており、これは、就学・就職に伴い

転出する者が多いためと推察されます。特に男性では、20 代後半～40 代でも転出超過傾向が継

続しています。 
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（２）性別・年齢階級別の人口移動状況の長期的状況 

男女ともに 10 代～20 代において、転出超過が著しくなっています。男性については、1980

年（昭和 55 年）～2000 年（平成 12 年）頃までは、20 代～30 代に、UIJ ターンと思われる転入

超過がありましたが、それ以降は、この転入超過が見られなくなっています。 

女性については、1980 年（昭和 55 年）～2010 年（平成 22 年）まで、傾向の大きな変化は見

られません。 
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３．雇用や就労等に関する分析 

（１）男女別産業人口の状況 

男性は、E.製造業、D.建設業、I.卸売業、小売業の従事者数が多く、女性は、E.製造業、P.医療福

祉、I.卸売業、小売業の従事者数が多くなっています。 

特化係数を見ると、男性では、元々の母数が少ない C.鉱業、採石業、砂利採取業の比率が非常

に高く、次いで、A.農業、林業、Q.複合サービス事業、E.製造業の順となっています。 

女性では、C.鉱業、採石業、砂利採取業、E.製造業、F.電気・ガス・熱供給・水道業、Q.複合サ

ービス事業の順となっています。 

 

男女別産業人口 

 

特化係数：地域のある産業がどれだけ特化しているかを見る係数。次式で求める。 

特化係数＝本市におけるＡ産業の比率／全国におけるＡ産業の比率。（※A 産業の場合）  
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（人口：人） （特化係数：－）

出典：H22国勢調査
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（２）年齢階級別産業人口の状況 

男女ともに、農業については、60 歳以上の産業人口の割合が 6 割を超え、他の産業と比較して、

非常に高くなっています。 

 

年齢階級別産業人口の状況 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業（男性）

農業（女性）

建設業（男性）

建設業（女性）

製造業（男性）

製造業（女性）

運輸業，郵便業（男性）

運輸業，郵便業（女性）

卸売業，小売業（男性）

卸売業，小売業（女性）

金融業，保険業（男性）

金融業，保険業（女性）

宿泊業，飲食サービス業（男性）

宿泊業，飲食サービス業（女性）

医療，福祉（男性）

医療，福祉（女性）

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

出典：H22国勢調査
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第２ 将来人口推計 

１．将来人口推計 

ここでは、次の３つのパターンによる、本市の将来人口推計を行い、また、将来の人口に及ぼ

す出生や移動の影響について分析を行いました。 

 

パターン１：全国の移動率が、今後一定程度縮小すると仮定した推計（社人研推計準拠） 

パターン２：全国の総移動数が、2010 年（平成 22 年）～2015 年（平成 27 年）の推計値と概

ね同水準でそれ以降も推移すると仮定した推計（日本創生会議推計準拠） 

パターン３：第 5 次白石市総合計画の人口フレーム 

（１）パターン１、パターン２及びパターン３の総人口比較 

2020 年（平成 32 年）では、パターン１：33,377 人、パターン２：33,113 人であり、同年を

目標年次とする第 5 次白石市総合計画の人口フレーム（パターン３：34,131 人）よりも、約 750

人～1,000 人程度下回る結果となっています。 

2040 年（平成 52 年）では、パターン１：24,965 人、パターン２：23,331 人であり、約 1,600

人の差が生じています。 

これは、本市は近年において人口の社会移動が、転出超過傾向となっており、その傾向が今後

も同水準で推移すると仮定しているパターン２では、今後、移動率が一定程度縮小すると仮定し

ているパターン１に比べて、社会減による人口減少が一層進むものと推測されます。 

 

総人口の比較（パターン１、パターン２及びパターン３） 

 

33,378

24,966

16,997

37,423

33,113
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37,984
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社人研推計準拠（パターン1）

日本創生会議推計準拠（パターン2）

第5次総合計画人口フレーム（パターン3）

（人）

33,377 

37,422 

24,965 
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（２）人口減少段階の分析 

人口の減少は、一般に「第１段階：老年人口の増加（総人口の減少）」、「第２段階：老年人

口の維持・微減」、「第３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進行するとされています。 

本市における人口の減少を、パターン１（社人研推計準拠）による老年人口に注目して分析す

ると、2010 年（平成 22 年）の人口を 100 とした場合の老年人口の比率が、2020 年（平成 32

年）を境に維持・減少の段階に入り、2030 年（平成 42 年）以降は減少段階に入ることがわかり

ます。 

従って、本市の人口減少の段階は、2020 年（平成 32 年）までが「第１段階」であり、それ以

降が「第２段階」、2030 年（平成 42 年）以降に「第３段階」となることが推測されます。 

 

人口減少段階の分析 
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2020

H37
2025

H42
2030

H47
2035

H52
2040

H57
2045

H62
2050

H67
2055

H72
2060

総人口 100 95 89 84 78 72 67 61 55 50 45

年少人口 100 89 77 68 60 54 49 44 39 34 30

生産年齢人口 100 90 81 73 67 61 55 49 43 39 35

老年人口 100 107 112 112 109 104 99 94 88 81 75
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（2010年を100としたときの人口指数：－）
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（４）年齢区分別人口の推計（社人研推計準拠） 

社人研推計準拠による年齢区分別人口の推計を、以下に示しています。 

なお、地区別人口推計に用いたパラメータ（移動率、生残率、合計特殊出生率）は、社人研や

国から示された本市全域のものを適用しています。 

 

①全市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地区別 

・白石地区 

 

  

37,422 
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2010

H27
2015

H32
2020

H37
2025

H42
2030

H47
2035

H52
2040

H57
2045

H62
2050

H67
2055

H72
2060

合計 37,423 35,374 33,378 31,308 29,220 27,113 24,966 22,795 20,731 18,799 16,997

年少人口 4,324 3,861 3,332 2,930 2,601 2,350 2,126 1,906 1,690 1,480 1,300

生産年齢人口 22,558 20,240 18,202 16,519 15,104 13,823 12,395 11,026 9,791 8,767 7,838

老年人口 10,541 11,272 11,844 11,858 11,515 10,940 10,446 9,864 9,250 8,552 7,859

0
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合計 18,185 17,367 16,550 15,659 14,723 13,768 12,797 11,815 10,847 9,902 8,983

年少人口 2,355 2,121 1,840 1,570 1,390 1,255 1,133 1,021 909 800 701

生産年齢人口 11,093 10,095 9,352 8,686 8,015 7,316 6,547 5,788 5,170 4,672 4,227

老年人口 4,737 5,151 5,358 5,403 5,319 5,197 5,116 5,007 4,768 4,430 4,056
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・越河地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・斎川地区 
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合計 1,700 1,573 1,446 1,319 1,205 1,094 986 878 780 695 619

年少人口 150 131 105 102 92 83 77 69 62 54 47

生産年齢人口 957 834 722 611 553 501 436 391 346 310 276

老年人口 593 608 618 606 559 509 473 417 371 331 296
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合計 1,179 1,090 1,004 920 841 764 686 605 534 471 416

年少人口 97 82 70 65 56 51 46 41 35 30 28

生産年齢人口 696 610 504 441 393 344 306 271 237 204 173

老年人口 386 399 430 413 392 369 333 293 262 237 215
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・大平地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大鷹沢地区 
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合計 2,883 2,761 2,639 2,505 2,362 2,211 2,050 1,879 1,716 1,560 1,417

年少人口 362 326 294 245 217 194 175 155 136 120 106

生産年齢人口 1,835 1,663 1,483 1,382 1,251 1,167 1,046 938 820 731 652

老年人口 686 773 862 877 893 849 829 786 760 710 659
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合計 2,672 2,471 2,287 2,106 1,932 1,762 1,594 1,433 1,289 1,163 1,052

年少人口 274 237 199 178 159 145 133 119 105 91 79

生産年齢人口 1,500 1,300 1,133 1,000 918 848 764 693 617 549 488
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・白川地区  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・福岡地区  
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合計 1,805 1,692 1,581 1,469 1,355 1,238 1,118 1,000 896 806 727

年少人口 170 152 139 126 112 99 88 79 70 62 55
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・深谷地区 
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２．将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

 

人口の変動は、出生・死亡と移動によって規定されるが、その影響度は各市町村によって異な

ります。 

例えば、すでに高齢化が著しい市町村では、出生率が上昇しても出生者数に大きな影響は想定

されず、また、若年者が多く出生率が低い市町村では、出生率の上昇は大きな影響をもたらすこ

とが想定されます。 

このため、ここでは、本市における施策検討の参考とすべく、将来人口に及ぼす自然増減と社

会増減の影響度について分析を行いました。 

 

（１）自然増減、社会増減の影響度の分析 

 

自然増減、社会増減の影響度を分析するため、将来人口推計におけるパターン１（社人研推計

準拠）をベースに、以下の２つの仮定に基づいたシミュレーションを行いました。 

 

シミュレーション１：仮に、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水

準の 2.1）まで上昇したと仮定した場合のシミュレーション 

 

シミュレーション２：仮に、合計特殊出生率が人口置換水準（2.1）まで上昇し、かつ人口移動

が均衡したと仮定した場合（転入・転出数が同数となり、移動が「0」

となったと仮定した場合）のシミュレーション 

 

①自然増減の影響度の分析 

パターン１（社人研推計準拠）とシミュレーション１とを比較することで、将来人口に及ぼす

出生の影響度（自然増減の影響度）を分析することができます。 

シミュレーション１は、人口移動に関する仮定をパターン１（社人研推計準拠）と同じとして、

出生に関する仮定のみを変えています。 

このため、シミュレーション１による 2040 年（平成 52 年）の総人口を、パターン１（社人研

推計準拠）による 2040 年（平成 52 年）の総人口で除して得られる数値は、仮に出生率が人口置

換水準まで上昇した場合に 30 年後の人口がどの程度増加したものになるかを表しており、その

値が大きいほど、出生の影響度が大きい（現在の出生率が低い）ことを意味します。 
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②社会増減の影響度の分析 

シミュレーション１とシミュレーション２とを比較することで、将来人口に及ぼす移動の影響

度（社会増減の影響度）を分析することができます。 

シミュレーション２は、出生の仮定をシミュレーション１と同じとして、人口移動に関する仮

定のみを変えているものであり、シミュレーション２による 2040 年（平成 52 年）の総人口をシ

ミュレーション１による 2040 年（平成 52 年）の総人口で除して得られる数値は、仮に人口移動

が均衡（移動がない場合と同じ）となった場合に 30 年後の人口がどの程度増加（又は減少）し

たものとなるかを表しています。 

従って、この値が大きいほど、人口移動の影響度が大きい（現在の転出超過が大きい）ことを

意味します。 

以上を踏まえ、次ページに、自然増減、社会増減の影響度の評価結果を示しています。 

 

シミュレーションによる推計人口（総人口） 

区分 推計人口（総人口：人） 

パターン１（2040 年） 24,965 

シミュレーション１（2040 年） 26,869 

シミュレーション２（2040 年） 30,312 

 

自然増減及び社会増減の影響度の評価基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○自然増減の影響度  

・（シミュレーション１の 2040 年の総人口／パターン１の 2040 年の総人口）の数値に

応じて、以下の 5 段階に整理。 

「１」＝100％未満、「２」＝100～105％、「３」＝105～110％、 

「４」＝110～115％、「５」＝115%以上の増加 

 

○社会増減の影響度 

・（シミュレーション２の 2040 年の総人口／シミュレーション１の 2040 年の総人口）

の数値に応じて、以下の５段階に整理。 

「１」＝100％未満、「２」＝100～110％、「３」＝110～120％、 

「４」＝120～130％、「５」＝130%以上の増加  

 

（出典：地域人口減少白書（2014 年～2018 年）（一社）北海道総合研究調査会、H26） 
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シミュレーション１、２から、自然増減の影響度と社会増減の影響度を計算し、上記評価基準

のとおり、５段階で整理を行いました。 

自然増減の影響度が高くなるほど、出生率を上昇させる施策に取り組むことが、人口減少傾向

を抑制する上でより効果的であるといえます。 

また、社会増減の影響度が高くなるほど、人口の社会増をもたらす施策に取り組むことが、人

口減少傾向を抑制する上でより効果的であるといえます。 

本市においては、自然増減の影響度、社会増減の影響度ともに中位の「３」であり、この結果

から、本市については、出生率を上昇させる施策、人口の社会増をもたらす施策を併せて実施す

ることが、人口減少傾向を抑制する上で、より効果的であると考えられます。 

 

自然増減、社会増減の影響度の評価結果 

分類 計算方法 影響度 

自然増減

の影響度 

a）シミュレーション１の 2040 年推計人口 ＝ 26,869 人 

b）パターン 1 の 2040 年推計人口     ＝ 24,965 人 

a／b ＝ 107.6％ 

３ 

社会増減

の影響度 

c）シミュレーション２の 2040 年推計人口 ＝ 30,312 人 

a）シミュレーション１の 2040 年推計人口 ＝ 26,869 人 

c／a ＝ 112.9％ 

３ 
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（２）総人口の分析 

シミュレーション１（出生率上昇）では、2040 年（平成 52 年）には 26,869 人、2060 年（平

成 72 年）では 20,568 人、シミュレーション２（出生率上昇かつ人口移動「0」）では、2040

年（平成 52 年）には 30,312 人、2060 年（平成 72 年）では 26,138 人となります。 

パターン１とシミュレーション１を比較すると、2040 年（平成 52 年）では約 1,900 人、2060 

年（平成 72 年）では約 3,600 人の差が生じることとなります。 

シミュレーション１とシミュレーション２を比較すると、2040 年（平成 52 年）では約 3,400

人、2060 年（平成 72 年）では約 5,600 人の差が生じることとなります。 

 

総人口の推計結果（パターン１、２、シミュレーション１、２） 
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社人研推計準拠（パターン1）

日本創生会議推計準拠（パターン2）

社人研＋出生率上昇（シミュレーション1）

社人研＆SIM1＆移動0（シミュレーション2）

（人）

社会減の影響

自然減の影響 

37,422 

24,965 
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（３）人口構造の分析 

パターン１と比較して、シミュレーション１及びシミュレーション２では、出生率が上昇した

と仮定したため、0～4 歳人口が増加しています。シミュレーション２では、これに加え、転入・

転出を「0」としたことにより 20～39 歳女性人口の減少が抑制されています。 

一方、パターン２では、出生率は現状のまま推移し、移動率についても現状の傾向（本市の場

合は転出超過）が継続することを想定しているため、出生者数の減少（2010 年比：－56.9％）、

20～39 歳女性人口の減少が（2010 年比：－58.5％）一層進行する結果となっています。 

 

推計結果毎、年齢 3 階級別の人口増減率 

推計区分 総人口 

0-14 歳人口 
15-64 歳 

人口 

65 歳以上 

人口 

20-39 歳 

女性人口 
 

うち 0-4 歳 

人口 

2010 年 現状値 37,422 4,324 1,283 22,558 10,541 3,791 

2040 年 

パターン１ 24,965 2,126 644 12,395 10,446 1,903 

  シミュレーション１ 26,869 3,561 1,118 12,862 10,446 1,970 

  シミュレーション２ 30,312 4,369 1,406 15,265 10,678 2,476 

パターン２ 23,331 1,886 553 11,236 10,210 1,572 

         

推計区分 総人口 

0-14 歳人口 
15-64 歳 

人口 

65 歳以上 

人口 

20-39 歳 

女性人口 
 

うち 0-4 歳 

人口 

2010 年

→2040

年増減

率 

パターン１ -33.3% -50.8% -49.8% -45.1% -0.9% -49.8% 

  シミュレーション１ -28.2% -17.6% -12.9% -43.0% -0.9% -48.0% 

  シミュレーション２ -19.0% 1.0% 9.6% -32.3% 1.3% -34.7% 

パターン２ -37.7% -56.4% -56.9% -50.2% -3.1% -58.5% 
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（４）老年人口比率の変化 

2010 年（平成 22 年）から 2060 年（平成 72 年）における老年人口比率（65 歳以上人口比率）

の推移を見ると、パターン１では、全期間において増加しています。これは、出生率低下、社会

減少による年少人口比率、生産年齢人口比率減少の影響が大きいと考えられます。 

一方、シミュレーション１は、出生率が向上する仮定であるため、出生者数が改善され、年少

人口比率、生産年齢人口比率の減少が抑制されます。このことにより、2050 年（平成 62 年）に

は老年人口比率が減少に転じています。 

また、シミュレーション２は、出生率の向上に加え、社会移動を「0」とする仮定のため、出

生者数の改善に加えて、生産年齢人口等の減少も抑制されます。このことにより、シミュレーシ

ョン１よりも早い、2030 年（平成 42 年）の段階で老年人口比率が減少に転じています。 

 

2010 年（平成 22 年）年～2060 年（平成 72 年）までの総人口・年齢 3 階級別人口比率 

区分／年 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 

パ
タ
ー
ン
１ 

総人口（人） 37,422 35,374 33,378 31,308 29,220 27,113 24,965 22,795 20,731 18,799 16,997 

年少人口比率 11.6% 10.9% 10.0% 9.4% 8.9% 8.7% 8.5% 8.4% 8.2% 7.9% 7.6% 

生産年齢人口比率 60.3% 57.2% 54.5% 52.8% 51.7% 51.0% 49.6% 48.4% 47.2% 46.6% 46.1% 

65 歳以上人口比率 28.2% 31.9% 35.5% 37.9% 39.4% 40.3% 41.8% 43.3% 44.6% 45.5% 46.2% 

 

75 歳以上 

人口比率 
15.9% 17.4% 18.7% 21.7% 24.8% 26.6% 27.5% 27.5% 28.6% 30.0% 31.3% 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
１ 

総人口（人） 37,422 35,394 33,540 31,818 30,230 28,579 26,869 25,123 23,467 21,944 20,568 

年少人口比率 11.6% 11.0% 10.4% 10.8% 11.9% 12.8% 13.3% 13.2% 13.3% 13.4% 13.6% 

生産年齢人口比率 60.3% 57.2% 54.3% 51.9% 50.0% 48.9% 47.9% 47.5% 47.2% 47.6% 48.1% 

65 歳以上人口比率 28.2% 31.8% 35.3% 37.3% 38.1% 38.3% 38.9% 39.3% 39.4% 39.0% 38.2% 

  
75 歳以上 

人口比率 
15.9% 17.4% 18.6% 21.3% 23.9% 25.3% 25.5% 25.0% 25.3% 25.7% 25.9% 

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
２ 

総人口（人） 37,422 36,173 34,815 33,604 32,575 31,486 30,312 29,084 27,953 26,965 26,138 

年少人口比率 11.6% 11.0% 10.6% 11.3% 12.6% 13.8% 14.4% 14.5% 14.6% 14.6% 14.9% 

生産年齢人口比率 60.3% 57.7% 55.2% 53.2% 51.6% 50.9% 50.4% 50.6% 51.0% 51.7% 51.9% 

65 歳以上人口比率 28.2% 31.3% 34.2% 35.5% 35.8% 35.4% 35.2% 34.9% 34.5% 33.7% 33.2% 

  
75 歳以上 

人口比率 
15.9% 17.0% 17.9% 20.2% 22.2% 22.9% 22.6% 21.6% 21.2% 20.9% 20.4% 

 
老年人口比率の変化 
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25 

３．人口の変化が地域の将来へ与える影響の分析 

（１）財政状況への影響 

①歳入の状況 

本市の普通会計は、2010 年度（平成 22 年度）まで 150 億円前後で推移しているが、東日本大

震災が発生した 2011 年度（平成 23 年度）には、地方交付税等と国県支出金が大きく増加し歳入

総額で 190 億円に迫っています。その後は、震災の復旧・復興の進行と共に漸減しています。 

自主財源は 64 億円前後で歳入の約 40％程度で推移しており、今後の人口減少や交付税の縮小

等を踏まえると自主財源の確保が必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②歳出の状況 

本市の歳出は、2010 年度（平成 22 年度）まで 140 億円前後で推移していたが、東日本大震災

が発生した2011年度（平成23年度）にはその他の経費及び投資的経費が大きく膨らんでいます。 

一方、義務的経費は 60 億円前後で推移しています。 

今後も、施設の老朽化に伴う大規模改修等が見込まれ、その他の経費における公共施設等の維

持補修費が増加する見込みとなっています。 
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(百万円) 普通会計歳入の推移
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③個人市民税への影響 

市の主要な自主財源の一つである個人市民税は、人口や所得の変動による影響を受けやすい性

質を有しています。 

2015 年度（平成 27 年度）の年齢区分別の個人市民税納税義務者等の状況をみると、40～59

歳の 1 人あたりの年間税額が高いことが分かります。 

パターン１（社人研推計準拠）による推計結果を用いて今後の個人市民税の推計を行った結果、

2040 年（平成 52 年）では約 8.6 億円で、平成 27 年度と比べ約 34％の減少、さらに 2060 年（平

成 72 年）では約 5.6 億円で約 57％の減少が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○個人市民税の推計値 

＝年齢区分別の個人市民税推計値の総和 

 

・年齢区分別の個人市民税の推計値 

 ＝年齢区分別の納税者数の推計 

  ×年齢区分別の１人当たりの税額 

 ＝（年齢区分別の将来推計人口 

  ×年齢区分別の納税者割合） 

  ×年齢区分別の１人当たりの税額 

【個人市民税の独自推計方法】 【平成 27年度 個人市民税納税義務者等の状況】 
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個人市民税の推移

市民税推計額（百万円） 生産年齢人口推計（人）

（税額：百万円） （生産年齢人口：人）

年齢区分
納税者
割合
（％）

一人あた
り税額
（円）

0～4歳 0.00% 0

5～9歳 0.00% 0

10～14歳 0.00% 0

15～19歳 1.20% 40,725

20～24歳 47.74% 45,165

25～29歳 77.06% 59,548

30～34歳 77.53% 68,545

35～39歳 75.65% 79,840

40～44歳 77.10% 92,824

45～49歳 77.08% 101,538

50～54歳 75.49% 102,215

55～59歳 72.51% 105,358

60～64歳 58.11% 75,358

65～69歳 42.15% 63,180

70～74歳 33.10% 50,750

75～79歳 25.36% 46,280

80～84歳 20.88% 50,460

85～89歳 21.26% 44,804

90歳～ 16.65% 63,837

1,300 
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（２）公共施設の維持管理・更新等への影響 

①公共施設の状況 

本市の公共施設は 150 棟あり、施設延床面積の合計は約 182,000 ㎡となっています。 

延床面積を用途別に見ると、学校教育系施設の占める割合が 40.7％と最も高く、次いで公営住

宅（17.2％）、市民文化系施設（14.0％）、行政系施設（10.0％）の順となっています。 

 

施設用途別の延床面積の内訳 

 

 

施設用途別の保有状況 

施設分類 建物面積[㎡] 建物数[棟] 
面積 

割合 

学校教育系施設 74,154.6 22 40.7% 

公営住宅 31,367.4 18 17.2% 

市民文化系施設 25,583.3 20 14.0% 

行政系施設 18,268.7 23 10.0% 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 16,703.1 12 9.2% 

子育て支援施設 6,113.1 14 3.4% 

保健・福祉施設 3,153.8 6 1.7% 

社会教育系施設 1,567.3 2 0.9% 

供給処理施設 371.2 1 0.2% 

その他 5,113.9 32 2.8% 

総計 182,396.2 150 100.0% 

  

学校教育系施設

40.7%

公営住宅

17.2%

市民文化系施設
14.0%

行政系施設

10.0%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ

系施設

9.2%

子育て支援施設

3.4%

保健・福祉施設

1.7%

社会教育系施設

0.9%

供給処理施設

0.2% その他

2.8%
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保有施設を築年度別に見ると、概ね、1966 年（昭和 41 年）頃から 1982 年（昭和 57 年）頃、

1987 年（昭和 62 年）頃から 2002 年（平成 14 年）頃の２期に分かれて施設が建築されていま

す。 

前期は、公営住宅、行政系施設及び学校教育系施設の割合が高く、後期は、学校教育系施設、

スポーツ･レクリエーション施設及び市民文化系施設の割合が高くなっています。 

1996 年度（平成 8 年度）は、白石市文化体育活動センター（ホワイトキューブ）が竣工した

ことにより、市民文化系施設の延床面積が突出しています。 

 

保有する施設の築年度別整備状況 

 

 

②公共施設更新に係る経費と人口減少の影響 

本市が保有する公共施設の規模を将来にわたって維持することを前提として、今後 40 年間の

改修・更新費用を一定の条件の下で試算した結果、その総額は 805.3 億円となり、40 年間の平均

では、1 年当たり 20.1 億円となっています。 

 

将来の更新費用の推計（公共施設） 

 

  
年更新費用

の試算 

20.1 億円 
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また、市民一人当たりの公共施設建物面積は、2010 年（平成 22 年）では、4.84 ㎡/人であり、

この 4.84 ㎡/人が人口と税収の関係を考慮した適正な市民一人当たりの公共施設の保有量と仮定

し、将来の保有可能な公共施設の試算を行った結果は、下表のとおりとなります。 

2040 年（平成 52 年）、2060 年（平成 72 年）における、適正な公共施設建物面積は、それぞ

れ約 121,000 ㎡、約 82,000 ㎡となり、2040 年（平成 52 年）では 2010 年（平成 22 年）と比

較して、約３割、2060 年（平成 72 年）には約 5 割の公共施設が現状のままでは保有できない試

算となります。 

 

保有可能な公共施設の試算 

年 総人口 一人当たり面積 
保有可能公共施設 

延床面積 
2010 年（H22）比 

2010 年（H22） 37,422 人 4.84 ㎡／人 ※181,161 ㎡ － 

2040 年（H52） 24,965 人 〃 約 121,000 ㎡ 約 67％ 

2060 年（H72） 16,997 人 〃 約 82,000 ㎡ 約 45％ 

※2010 年度（平成 22 年度）末時点 

※2040 年（平成 52 年）、2060 年（平成 72 年）は社人研推計値 
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第３ 人口の将来展望 

１．将来展望の基礎となる市民意識 

（１）平成 24 年度市民満足度調査 

①調査概要 

・調査目的 

市民が市の行っている事務や事業に対しどの程度満足と感じているか、重要と感じているかな

どを把握することが本調査の目的です。 

・調査方法 

調査対象 20 歳以上の市民：1,000 人 

（平成 24 年 11 月 19 日現在の住民基本台帳から無作為抽出） 

調査方法 郵送による調査票の配布・回収 

調査期間 平成 24 年 11 月 26 日(月)～12 月 10 日(月) 

・回収結果 

回収数 388（回収率 38.8％） 

②調査結果（抜粋） 

下の図は、２１の施策について、それぞれ重要度・満足度を４段階評価した結果の重要度を縦

軸、満足度を横軸として、散布図として表したものです。この図では、より左上にある項目ほど

満足度が低く、かつ重要度が高いことになり、今後の市政の重点課題になるものと考えられます。 

重要度が高く満足度が低い項目としては「地域医療の確立と健康づくり支援」、「雇用の確保」

があげられます。また、重要度が高く満足度も高い項目としては、「障がい者支援」、「子育て

支援」などがあげられます。 
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（２）平成 25 年度白石市子育て支援に関する調査 

①調査概要 

・調査目的 

白石市子ども・子育て支援事業計画の策定に向けて「量の見込み」を算出するため、就学前児

童及び小学生児童の教育・保育事業の利用状況や今後の利用意向など、子育てに関する市民ニー

ズ等を把握することが本調査の目的です。 

 

・調査方法 

調査対象 白石市在住の就学前児童及び小学生児童を持つ保護者 

就学前児童をもつ保護者：1,200 人 

小学生児童をもつ保護者：829 人 

（住民基本台帳からの系統抽出） 

調査方法 保育園、小学校を通じた配布・回収及び郵送による配布・回収 

調査時期 平成 25 年 11 月 

 

・回収結果 

回収数 就学前児童をもつ保護者：804（回収率 67.0％） 

小学生児童をもつ保護者：625（回収率 75.4％） 

 

②調査結果（抜粋） 

今後、子育て支援として最も整備・充実させてほしい公共施設をみると、就学前児童をもつ保

護者の回答は「屋内の遊び場」が 33.0％で最も多いものの、「公園」も 27.1％とあまり差がなく

続いています。以下、「児童館」（10.9％）、「体育施設（プールも含む）」（8.5％）などが１

割前後で続いています。「特に必要ない」との回答は 3.7％とわずかでした。 

 

小学生児童をもつ保護者の回答は、「公園」（22.2％）と「児童館」（20.8％）、「屋内の遊

び場」（18.2％）の３つの施設が２割前後で並んで上位を占めています。次いで「体育施設（プ

ールも含む）」（11.4％）と「図書館」（10.6％）が１割強で続いています。「特に必要ない」

との回答は 6.1％となっています。 
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●今後、最も整備・充実させてほしい施設（就学前児童をもつ保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●今後、最も整備・充実させてほしい施設（小学生児童をもつ保護者） 
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子育て支援事業の認知度をみると、「④ファミリー・サポート・センター」（85.9％）、「⑤

児童館」（83.5％）、「⑦乳幼児相談」（83.3％）、「⑧妊産婦・新生児訪問事業」（82.5％）、

「⑥妊婦さんと赤ちゃんサロン」（78.4％）の５つが８割前後で比較的高い認知度となっている

のに対し、「⑨ほっぷんちょ」（47.5％）と「⑩育児に関する相談（電話・メール・来所・訪問）」

（47.3％）の２つは５割を下回っています。 

 

子育て支援事業の利用経験をみると、「⑧妊産婦・新生児訪問事業」（67.4％）は７割近くと

利用経験がある方が多くなっていますが、続く「⑦乳幼児相談」（44.0％）と「③プレールーム

『やんちゃっこ』」（42.3％）の２つは４割強となっており、その他の事業も利用経験のある方

は半数以下にとどまっています。 

 

子育て支援事業の今後の利用意向をみると、「⑪保育園や幼稚園の園庭開放」（50.2％）と「⑤

児童館」（48.9％）では半数前後、以下に続く「①子育て情報誌・子育てホっとマップ」（44.7％）

と「③プレールーム『やんちゃっこ』」（43.7％）で４割強と、利用意向が高くなっています。 

 

●子育て支援事業の認知度・利用経験・今後の利用意向（就学前児童をもつ保護者のみ） 

  

①子育て情報誌・子育てホっとマップ
（地域子育て支援センター）

②子育てサークル（るーむ）・あいあいらんど
（地域子育て支援センター）

③プレールーム「やんちゃっこ」
（地域子育て支援センター）

④ファミリー・サポート・センター（子ども家庭課）

⑤児童館（子ども家庭課）

⑥妊婦さんと赤ちゃんサロン（健康推進課）

⑦乳幼児相談（健康推進課）

⑧妊産婦・新生児訪問事業（健康推進課）

⑨ほっぷんちょ
（地域子育て支援センター・生涯学習課）

⑩育児に関する相談（電話・メール・来所・訪問）
（子育て関係各課・各施設）

⑪保育園や幼稚園の園庭開放
（各保育園、幼稚園）

⑫ひこうせん（福祉事務所）

【知っている】 【利用したことがある】 【今後利用したい】

67.2

63.8

62.8

85.9

83.5

78.4

83.3

82.5

47.5

47.3

68.5

59.0

27.2

30.7

31.3

9.0

11.3

16.5

11.1

11.2

47.4

47.6

25.9

36.3

5.6

5.5
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5.1

5.6
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はい いいえ 無回答
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28.9

42.3

19.7

14.9

25.6

44.0

67.4

20.1

9.6

34.2

2.0

58.0

59.5

47.0

70.4

74.4

62.9

45.4

23.9
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79.0

55.5
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11.7
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10.0
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10.6
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はい いいえ 無回答

44.7

27.1

43.7

35.8

48.9

22.9

39.2

37.3

24.4

34.7

50.2

10.1

40.3

57.2

41.7
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38.2

62.4

46.3

47.9

59.3

51.7

36.8

75.9

15.0

15.7

14.7

13.6

12.9

14.7

14.6

14.8

16.3

13.6

12.9

14.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

はい いいえ 無回答

n=804
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（３）市内企業就業者に対するアンケート調査 

①調査概要 

・調査目的 

市が行っている定住に関する取り組みへの意向や、暮らしやすい環境についてどのような施策

が必要かを把握することが本調査の目的です。 

 

・調査方法 

調査対象 市内企業（31 社）に勤務されている方 

調査方法 市内企業を通じた配布・回収 

調査期間 平成 27 年 6 月 22 日（月）～7 月 3 日（金） 

 

・回収結果 

回収数 1,212（回収率 97.6％） 

 

②調査結果（抜粋） 

白石市への居住意向は、「住みたい、住み続けたい」（32.6％）、「住みたくない」（30.3％）、

「わからない」（35.8％）がほぼ同じ割合となっています。 

年代別で居住意向を見ると、年代が上がるごとに、「住みたい、住み続けたい」の割合が高く

なっており、60 歳以上の「住みたい、住み続けたい」（66.0％）は半数以上を占めています。ま

た、20 歳未満は「わからない」（60.0％）が半数以上を占めている状況となっています。 

居住地別の居住意向は、市内の方は「住みたい、住み続けたい」（50.1％）が約半数を占めて

います。一方、市外の方は「住みたくない」（53.1％）が約半数を占めている状況となっていま

す。 

 

白石市に住み続けたい理由で多くあげられたのは、「人のつながりがあるから」（206 票）、

「職場に近い、近くなるから」（71 票）となっています。 

 

また、白石市に住みたくない理由で多くあげられたのは、「買い物が不便だから」（147 票）、

「レジャーや娯楽が充実していないから」（136 票）、「その他」（132 票）、「人のつながり

がないから」（100 票）となっています。 
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●白石市への居住意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●住みたい、住み続けたい理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●住みたくない理由 
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特に重要だと思う子育て支援は、「子ども医療費助成」（496 票）が最も多く、次いで「放課

後健全育成事業」（166 票）、「誕生祝い金、すくすくベビー券」（127 票）、「地域子育て支

援センター」（122 票）となっています。 

 

特に重要だと思う住まいに関する支援は、「住宅取得補助金」（492 票）が最も多く、次いで

「定住者補助金」（244 票）、「市営住宅（一般住宅、鷹巣特定公共賃貸）」（148 票）、「新

婚家庭家賃補助金交付事業」（141 票）となっています。 

 

 

●特に重要だと思う子育て支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●特に重要だと思う住まいに関する支援 
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子ども医療費助成

81

41

65

141

148

244

492

0 100 200 300 400 500 600

不明

転入者等支援市営住宅補助金交付事業
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定住者補助金

住宅取得補助金
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（４）市内中学校・高等学校生徒に対するアンケート調査 

①調査概要 

・調査目的 

20 年後、30 年後も若い世代にとって住みやすい白石実現のため、若い世代の定住に関する

意識や住みやすい白石実現に向けて必要なことなどの意向を把握することが本調査の目的です。 

 

・調査方法 

調査対象 市内中学生：352 人 

市内高校生および市外へ通学する高校生：776 人 

調査方法 市内中学生・高校生：中学校・高校を通じた配布・回収 

市外へ通学する高校生：高校を通じた配布および郵送による回収 

調査期間 平成 27 年 6 月 22 日（月）～7 月 10 日（金） 

 

・回収結果 

回収数 983（回収率 87.1％） 

 

②調査結果（抜粋） 

白石市の居住意向は、「わからない」（42.4％）が最も多く、次いで「住みたくない」（29.7％）、

「住みたい、住み続けたい」（24.8％）となっており、「住みたくない」が「住みたい、住み続

けたい」を上回っています。 

中高生別に見ると、中学生は「住みたい、住み続けたい」（36.9％）が「住みたくない」（22.1％）

を上回っています。一方、高校生は「住みたくない」（34.1％）が「住みたい、住み続けたい」

（18.5％）を上回っています。 

市内外別に見ると、市内の方の「住みたい、住み続けたい」（33.7％）と比較して、市外の方

の「住みたい、住み続けたい」（7.4％）は低い割合となっています。また、市内外の方共に「わ

からない」の割合が最も高く、市外の方では約半数を「わからない」が占めています。 

 

白石市に住みたい理由は、「人のつながりがあるから」（119 票）が最も多く、次いで「豊か

な自然があるから」（47 票）となっています。 

 

また、白石市に住みたくない理由は、「希望する仕事がないから」（177 票）、「レジャーや

娯楽が充実していないから」（132 票）、「その他」（104 票）、「買い物が不便だから」（95

票）が多くあげられています。 
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●白石市への居住意向 
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白石市が力を入れるべきと思うことでは、「まちの賑わいの創出」（309 票）が最も多く、次

いで「就職・就業の支援」（254 票）、「観光・交流の充実」（226 票）が多くなっています。 

 

20 年後の理想の白石市としてあげられたのは、「にぎわいと活力のあるまち」（360 票）が最

も多く、次いで「多くの観光客が訪れ、交流が盛んなまち」（275 票）、「少子化を克服したま

ち」（209 票）となっています。 

 

 

●白石市が力を入れるべきと思うこと 
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２．目指すべき将来の方向 

（１）現状と課題の整理 

本市の人口は、1955 年（昭和 30 年）から減少が始まっており、2010 年（平成 22 年）に

は 37,422 人となっています。また、本市は 1965 年（昭和 40 年）に高齢化社会※１をむかえ、

1990 年（平成 2 年）には高齢化率※２が 16.0％となり、高齢社会※３に突入しました。高齢化

率はその後も上昇を続け、2010 年（平成 22 年）には高齢化率が 28.0％にまで達し、超高齢

社会※４となっています。 

自然増減については、高齢化の影響から死亡者数は年々増加傾向にある一方で、出生者数

は減少しており、自然減に歯止めがかからない状況となっています。 

社会増減は、転出超過が続いており、県内では主に仙台市、蔵王町、大河原町、柴田町、

県外では隣接県（福島県、岩手県、山形県）や首都圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）

への人口移動が多くなっています。 

年齢階級別の人口移動では、男女ともに 10 代～20 代において転出超過が著しく、特に男

性では、20 代後半～40 代でも転出超過傾向が継続しております。 

年齢階級別産業人口の状況は、農業従事者の高齢化が顕著であり、60％以上が 60 歳以上

となっています。 

 

国立社会保障・人口問題研究所によると、本市の人口は 2020 年（平成 32 年）では 33,377

人、2040 年（平成 52 年）では 24,965 人と推計されています。つまり、施策誘導などによ

る自然増減や社会増減の改善がされない場合、2010 年（平成 22 年）から 20 年間で約 12,000

人が減少すると想定されます。 

 

人口の変化は、本市の財政状況や公共施設の維持管理など、地域の将来への課題に大きな

影響を与えます。 

今後の個人市民税の推計では、2040 年（平成 52 年）では約 8.6 億円で平成 27 年度と比

べて約 34％の減少、さらに 2060 年（平成 72 年）では約 5.6 億円で約 57％の減少が見込ま

れています。 

また、保有可能な公共施設建物面積は、2010 年（平成 22 年）を基準として見た場合、2040

年（平成 52 年）で約 121,000 ㎡、2060 年（平成 72 年）で約 82,000 ㎡となり、2010 年（平

成 22 年）と比較して 2060 年（平成 72 年）には約 5 割の公共施設が現状のままで保有でき

ない試算となります。 

 

以上のことから、現在、本市が直面している人口減少に係る課題への対応は待ったなしの

状況と言えます。人口の減少に歯止めをかけ、経済活力の低下や財政への圧迫といった課題

を克服し、市民の安定的な暮らしを守ることが大きな課題です。 

 

※1 高齢化社会：高齢化率が 7.0％超  ※2 高齢化率：総人口に対する 65 歳以上の人口の割合 

※3 高齢社会：高齢化率が 14.0％超   ※4 超高齢社会：高齢化率が 21％超 
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（２）今後の取り組み方向 

人口の将来展望に向けた意識調査から見る、本市が今後取り組むべき事項は次のようなこ

とがあげられます。 

 

 子育て支援は、屋内の遊び場、公園、児童館や保育園・幼稚園の園庭開放などが求め

られており、子どもの居場所づくりへの取り組みが必要です。また、子ども医療費助

成も重要視されており、今後の継続的な取り組みが重要です。 

 

 雇用の創出に関して、今後の更なる取り組みが求められており、就職・就業支援や、

若い世代が希望する仕事ができる場の創出が必要です。 

 

 定住促進については、就職・就業支援のほか、商業の活性化等まちの賑わいの創出や

買い物利便性の向上、レジャーや娯楽の充実、観光・交流の充実、まちの PR 活動な

どの取り組みが必要です。また、住宅取得補助金や定住者補助金などが重要視されて

おり、今後の継続的な取り組みや PR 活動が重要です。 

 

 上記のほか、地域医療や健康づくり、障がい者支援、防犯・防災対策の充実などへの

取り組みが求められています。 
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３．人口の将来展望 

（１）将来展望人口の導出 

前項までに整理した現状と課題を踏まえつつ、自然増減（出生や死亡）と社会増減（転入や転

出、移動率等）に関する見通しを立て、将来の人口を今後の展望とします。 

 

①人口の自然動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 合計特殊出生率が、現在の水準 1.36（本市実績値）を若干下回る 1.29～1.34 程度で推移す

ると、現在の 210～250 人程度の年間出生者数が 2060 年（平成 72 年）には 78 人程度まで

減少する見込みとなっています。（国立社会保障・人口問題研究所推計） 

 将来の合計特殊出生率を、国の目標水準（2020 年（平成 32 年）：1.6、2030 年（平成 42

年）：1.8，2040 年（平成 52 年）：2.1）まで高まるような出産子育て支援をはじめとする

施策の充実により、2060 年（平成 72 年）の年間出生者数を約 190 人程度を見込むものとし

ます。 
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H47

2035

H52

2040

H57

2045
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2050

H67

2055

H72

2060

合計特殊出生率1.29～1.34程度で推移  0～4歳 1,283 1,128 968 871 793 714 644 570 496 432 388

（社人研推計準拠）  1歳区分平均 257 226 194 174 159 143 129 114 99 86 78

合計特殊出生率上昇  0～4歳 1,283 1,148 1,191 1,101 1,140 1,064 1,164 1,091 1,012 967 956

（H32：1.6、H42：1.8、H52：2.1）  1歳区分平均 257 230 238 220 228 213 233 218 202 193 191

社人研推計との自然増累計の差  0～4歳 0 20 243 473 820 1,170 1,690 2,211 2,727 3,262 3,830

社人研推計との自然減（死亡）累計の差 全年齢 0 0 0 -1 -3 -8 -16 -30 -52 -85 -130

社人研推計との自然動態累計の差 全年齢 0 20 243 472 817 1,162 1,674 2,181 2,675 3,177 3,700
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②人口の社会動態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本市の社会増減は毎年減少が続いており、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、

減少率は改善されつつあるものの、2060 年（平成 72 年）においても社会減が続く見通しと

なっています。 

 年齢階級別の人口移動の推移（P8）をみると、男女ともに 10 代～20 代において、転出超過

が著しくなっており、これが本市の社会減の大きな原因となっています。 

 10 代～20 代の転出超過を抑制するために、若者の UIJ ターンの促進や子育て世代の定住促

進など、政策誘導による社会減の改善を図る必要があります。  
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5年間ごとの社会増減の推移 社会増減 0 -719 -410 -366 -348 -318 -258 -215 -188 -170 -155

（社人研推計） 年平均 0 -144 -82 -73 -70 -64 -52 -43 -38 -34 -31

年少・生産年齢人口移動率を上昇補正 社会増減 0 -719 -310 -221 -209 -191 -152 -123 -112 -108 -112

（社会減の改善） 年平均 0 -144 -62 -44 -42 -38 -30 -25 -22 -22 -22

社人研推計との社会動態累計の差 0 0 100 245 384 511 617 709 785 847 890
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③将来の 20-39 歳女性の人口について 

 

 日本創生会議は、国勢調査を基にした試算で、2010 年（平成 22 年）から 2040 年（平成 52

年）までの 30 年間の間に 20-39 歳の女性の人口が 5 割以下に減少する自治体を「消滅可能

性都市」とみなしています。（子どもの大半をこの年代の女性が産んでおり、次の世代の人

口を左右するため。） 

 国立社会保障・人口問題研究所で推計した 20-39 歳女性の人口は、2040 年（平成 52 年）

で 1,903 人、2060 年（平成 72 年）で 1,198 人となり、2010 年（平成 22 年）を 1 とした

場合、2040 年（平成 52 年）で 0.502、2060 年（平成 72 年）で 0.316 となります。 

 将来展望人口による 20-39 歳女性の人口は、2040 年（平成 52 年）で 2,108 人、2060 年（平

成 72 年）で 1,903 人となり、2010 年（平成 22 年）を 1 とした場合、2040 年（平成 52 年）

で 0.556、2060 年（平成 72 年）で 0.502 となります。 

 国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、20-39 歳女性の人口は 2010 年（平成 22

年）から 2040 年（平成 52 年）にかけて約 5 割に減少しますが、施策誘導による合計特殊

出生率の上昇や社会移動の改善で約 4.4 割の減少に止め、その後も急激な減少を抑えること

ができます。 
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④総人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※政策誘導による上乗せ人口＝将来展望人口－推計人口（ただし、端数処理の関係で差異が生じている。） 

 政策誘導による合計特殊出生率の上昇と、年少・生産年齢人口の社会減の改善により、将来

展望人口は 25 年後の 2040 年（平成 52 年）で 27,257 人、目標年の 2060 年（平成 72 年）

で 21,585 人となります。 

 

 このように、人口減少に対する政策誘導等により 2060 年（平成 72 年）の国立社会保障・人

口問題研究所の推計値から 4,588 人の上昇を見込むものとします。 
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（２）本市人口の将来展望 
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 人口減少を抑制する政策誘導の効果が十分に発揮され、合計特殊出生率の上昇や年少・生産

年齢人口の割合が上昇することにより、25 年後の 2040 年（平成 52 年）で 27,257 人、目

標年である 2060 年（平成 72 年）で 21,585 人の人口の確保を目標とします。 

 将来の合計特殊出生率を、国の目標水準（2020 年（平成 32 年）：1.6、2030 年（平成

42 年）：1.8，2040 年（平成 52 年）：2.1）まで高まるような、出産子育て支援をはじ

めとする施策の充実が必要となります。 

 若者の UIJ ターンの促進や子育て世代の定住促進など、積極的な政策誘導が必要となり

ます。 

 

 

 

 

  

生産年齢人口の減少による労働力の縮小、経済活力の低下や、老年人口の増加

による医療・福祉への費用の増加といった人口減少や少子高齢化等による問題・

課題を克服し、市民の安定的な暮らしの実現や市の持続可能な発展の実現を目指

します。 
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（参考図表） 

 

【年少人口（0-14 歳）の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生産年齢人口（15-64 歳）の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H22
2010

H27
2015

H32
2020

H37
2025

H42
2030

H47
2035

H52
2040

H57
2045

H62
2050

H67
2055

H72
2060

年少人口

（将来展望）
4,324 3,881 3,591 3,433 3,431 3,307 3,370 3,322 3,268 3,073 2,940

年少人口

（社人研推計）
4,324 3,861 3,332 2,930 2,601 2,350 2,126 1,906 1,690 1,480 1,300

年少人口割合

（将来展望）
11.6% 11.0% 10.6% 10.7% 11.3% 11.5% 12.4% 12.9% 13.5% 13.5% 13.6%

年少人口割合

（社人研推計）
11.6% 10.9% 10.0% 9.4% 8.9% 8.7% 8.5% 8.4% 8.2% 7.9% 7.6%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000(人)

H22
2010

H27
2015

H32
2020

H37
2025

H42
2030

H47
2035

H52
2040

H57
2045

H62
2050

H67
2055

H72
2060

生産年齢人口

（将来展望）
22,558 20,240 18,285 16,725 15,448 14,482 13,344 12,356 11,477 10,950 10,486

生産年齢人口

（社人研推計）
22,558 20,240 18,202 16,519 15,104 13,823 12,395 11,026 9,791 8,767 7,838

生産年齢人口割合

（将来展望）
60.3% 57.2% 54.2% 52.2% 50.8% 50.3% 49.0% 48.1% 47.4% 48.0% 48.6%

生産年齢人口割合

（社人研推計）
60.3% 57.2% 54.5% 52.8% 51.7% 51.0% 49.6% 48.4% 47.2% 46.6% 46.1%
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【老年人口（65 歳以上）の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【将来展望人口一覧】 

 
H22
2010

H27
2015

H32
2020

H37
2025

H42
2030

H47
2035

H52
2040

H57
2045

H62
2050

H67
2055

H72
2060

総数 37,423 35,394 33,720 32,024 30,422 28,786 27,257 25,685 24,190 22,822 21,585

0～4歳 1,283 1,148 1,191 1,101 1,140 1,064 1,164 1,091 1,012 967 956

5～9歳 1,488 1,264 1,141 1,189 1,100 1,140 1,064 1,163 1,091 1,013 968

10～14歳 1,553 1,469 1,259 1,143 1,190 1,103 1,142 1,067 1,165 1,094 1,016

15～19歳 1,747 1,469 1,419 1,222 1,110 1,155 1,071 1,109 1,037 1,131 1,062

20～24歳 1,721 1,500 1,342 1,302 1,122 1,020 1,061 984 1,018 953 1,038

25～29歳 1,937 1,618 1,460 1,311 1,274 1,100 1,000 1,039 965 998 935

30～34歳 2,085 1,864 1,587 1,440 1,295 1,258 1,088 990 1,029 957 989

35～39歳 2,138 2,019 1,828 1,564 1,421 1,278 1,243 1,076 980 1,018 947

40～44歳 1,996 2,095 1,993 1,811 1,552 1,411 1,271 1,236 1,072 978 1,015

45～49歳 2,241 1,968 2,077 1,981 1,801 1,546 1,407 1,269 1,234 1,072 979

50～54歳 2,606 2,207 1,949 2,062 1,967 1,791 1,539 1,402 1,265 1,231 1,071

55～59歳 3,063 2,533 2,162 1,915 2,026 1,935 1,764 1,517 1,384 1,250 1,216

60～64歳 3,024 2,969 2,468 2,117 1,880 1,988 1,900 1,733 1,492 1,362 1,232

65～69歳 2,350 2,911 2,858 2,380 2,047 1,823 1,927 1,844 1,682 1,447 1,320

70～74歳 2,255 2,212 2,749 2,703 2,256 1,949 1,739 1,836 1,758 1,604 1,378

75～79歳 2,297 2,045 2,014 2,520 2,482 2,081 1,808 1,613 1,700 1,630 1,487

80～84歳 1,930 1,908 1,724 1,706 2,159 2,135 1,802 1,568 1,398 1,470 1,411

85～89歳 1,132 1,372 1,399 1,285 1,284 1,656 1,648 1,389 1,211 1,079 1,130

90歳以上 577 825 1,100 1,273 1,314 1,354 1,619 1,758 1,695 1,570 1,433

総人口指数 1.00 0.95 0.90 0.86 0.81 0.77 0.73 0.69 0.65 0.61 0.58

年少人口 4,324 3,881 3,591 3,433 3,431 3,307 3,370 3,322 3,268 3,073 2,940

生産年齢人口 22,558 20,240 18,285 16,725 15,448 14,482 13,344 12,356 11,477 10,950 10,486

老年人口 10,541 11,272 11,844 11,866 11,543 10,998 10,543 10,007 9,444 8,799 8,159

75歳以上人口 5,936 6,149 6,237 6,784 7,239 7,227 6,877 6,328 6,005 5,748 5,461

年少人口割合 11.6% 11.0% 10.6% 10.7% 11.3% 11.5% 12.4% 12.9% 13.5% 13.5% 13.6%

生産年齢人口割合 60.3% 57.2% 54.2% 52.2% 50.8% 50.3% 49.0% 48.1% 47.4% 48.0% 48.6%

老年人口割合 28.2% 31.8% 35.1% 37.1% 37.9% 38.2% 38.7% 39.0% 39.0% 38.6% 37.8%

75歳以上人口割合 15.9% 17.4% 18.5% 21.2% 23.8% 25.1% 25.2% 24.6% 24.8% 25.2% 25.3%

37,422  

H22
2010

H27
2015

H32
2020

H37
2025

H42
2030

H47
2035

H52
2040

H57
2045

H62
2050

H67
2055

H72
2060

老年人口

（将来展望）
10,541 11,272 11,844 11,866 11,543 10,998 10,543 10,007 9,444 8,799 8,159

老年人口

（社人研推計）
10,541 11,272 11,844 11,858 11,515 10,940 10,446 9,864 9,250 8,552 7,859

老年人口割合

（将来展望）
28.2% 31.8% 35.1% 37.1% 37.9% 38.2% 38.7% 39.0% 39.0% 38.6% 37.8%

老年人口割合

（社人研推計）
28.2% 31.9% 35.5% 37.9% 39.4% 40.3% 41.8% 43.3% 44.6% 45.5% 46.2%
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